（別紙）
農地等に係る贈与税及び相続税の納税猶予等の適用に関する証明事務等の取扱いについて（昭和51年７月７日付け51構改Ｂ第1254号農林省構造改善局長通知）一部改正新旧対照表
（下線部は改正部分）
	改　　　正　　　後
	現　　　　　　　行

	第１　農業委員会等の証明等を要する事項
租税特別措置法（昭和32年法律第26号。以下「措置法」という。）第70条の４、第70条の４の２、第70条の６、第70条の６の２又は第70条の６の３の規定による農地等に係る贈与税又は相続税の納税猶予の制度の適用に関し農業委員会（農業委員会を置かない市町村にあっては、市町村長。以下同じ。）、市町村長、農地保有合理化法人（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号。以下「基盤強化法」という。）第８条第１項に規定する農地保有合理化法人をいう。以下同じ。）、農地利用集積円滑化団体（同法第11条の12に規定する農地利用集積円滑化団体をいう。以下同じ。）、農業協同組合、都道府県知事又は農林水産大臣が証明等を行うことを必要とする事項は、次のとおりである。
	第１　農業委員会等の証明等を要する事項
租税特別措置法（昭和32年法律第26号。以下「措置法」という。）第70条の４、第70条の６、第70条の６の２又は第70条の６の３の規定による農地等に係る贈与税又は相続税の納税猶予の制度の適用に関し農業委員会（農業委員会を置かない市町村にあっては、市町村長。以下同じ。）、市町村長、農地保有合理化法人（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号。以下「基盤強化法」という。）第８条第１項に規定する農地保有合理化法人をいう。以下同じ。）、農地利用集積円滑化団体（同法第11条の12に規定する農地利用集積円滑化団体をいう。以下同じ。）、農業協同組合、都道府県知事又は農林水産大臣が証明等を行うことを必要とする事項は、次のとおりである。

	１　農業委員会が行うべき証明等
(1) 農地等を贈与した場合の贈与税の納税猶予に係るもの
ア～キ （略）
ク　受贈者が贈与により取得した農地等に係る農業経営又は営農困難時貸付け（措置法第70条の４第21項に規定する営農困難時貸付けをいう。以下(1)、２の(1)、第２の１の(6)から(13)まで及び第２の２の(5)から(10)までにおいて同じ。）若しくは特定貸付け（措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付けをいう。以下(1)、２の(1)、第２の１の(6)から(13)まで及び第２の２の(11)から(13)までにおいて同じ。）を引き続き行っている旨の証明（措置法第70条の４第26項、措置令第40条の６第58項、措置規則第23条の７第39項第１号及び第４号並びに第23条の７の２第10項）
	１　農業委員会が行うべき証明等
(1) 農地等を贈与した場合の贈与税の納税猶予に係るもの
ア～キ （略）
ク　受贈者が贈与により取得した農地等に係る農業経営又は営農困難時貸付けを引き続き行っている旨の証明（措置法第70条の４第26項、措置令第40条の６第57項、措置規則第23条の７第39項第１号及び第４号）


	ケ　受贈者が措置法第70条の４第６項の規定の適用を受けた者で同項の農地等についての使用貸借による権利の設定後当該農地等を引き続きその推定相続人（措置令第40条の６第16項第２号に規定する他の推定相続人等を含む。以下ケにおいて同じ。）に使用させている場合において、当該推定相続人が当該権利が設定されている農地等に係る農業経営を引き続き行っている旨及び当該受贈者が当該推定相続人が営む当該農地等に係る農業に従事している旨の証明（措置法第70条の４第26項、措置令第40条の６第58項、措置規則第23条の７第39項第１号）
	ケ　受贈者が措置法第70条の４第６項の規定の適用を受けた者で同項の農地等についての使用貸借による権利の設定後当該農地等を引き続きその推定相続人（措置令第40条の６第16項第２号に規定する他の推定相続人等を含む。以下ケにおいて同じ。）に使用させている場合において、当該推定相続人が当該権利が設定されている農地等に係る農業経営を引き続き行っている旨及び当該受贈者が当該推定相続人が営む当該農地等に係る農業に従事している旨の証明（措置法第70条の４第26項、措置令第40条の６第57項、措置規則第23条の７第39項第１号）

	コ・サ （略）
	コ・サ （略）

	シ　受贈者の行った営農困難時貸付け（営農困難時貸付けを行っていた農地等（以下「営農困難時貸付農地等」という。）に耕作の放棄（農地法第32条の規定による通知（同条ただし書の規定による公告を含む。）があったことをいう。以下同じ。）又は権利消滅（措置法第70条の４第22項に規定する権利消滅をいう。以下同じ。）があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）が、基盤強化法第４条第２項に規定する農地保有合理化事業（同項第１号に規定する農地売買等事業に限る。以下「農地保有合理化事業」という。）又は同条第３項に規定する農地利用集積円滑化事業（以下「農地利用集積円滑化事業」という。）（同項第１号ロに規定する農地売買等事業（以下「農地売買等事業」という。）に限る。）のために行われたものである場合（当該貸付けが基盤強化法第20条に規定する農用地利用集積計画（以下「農用地利用集積計画」という。）の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、当該営農困難時貸付けにつき農地法第３条第１項第13号の届出を受理した旨及び当該届出を受理した年月日の証明（措置法第70条の４第21項、第22項第２号又は第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第１号ロ(1)及び(2)(ii)、第34項第１号イ及び第37項）

	シ　受贈者の行った営農困難時貸付け（措置法第70条の４第21項に規定する営農困難時貸付けをいう。以下(1)及び２の(1)並びに第２の１の(6)から(11)まで及び第２の２の(5)から(10)までにおいて同じ。）（営農困難時貸付けを行っていた農地等（以下「営農困難時貸付農地等」という。）に耕作の放棄（農地法第32条の規定による通知（同条ただし書の規定による公告を含む。）があったことをいう。以下同じ。）又は権利消滅（措置法第70条の４第22項に規定する権利消滅をいう。以下同じ。）があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）が、基盤強化法第４条第２項に規定する農地保有合理化事業（同項第１号に規定する農地売買等事業に限る。以下「農地保有合理化事業」という。）又は同条第３項に規定する農地利用集積円滑化事業（以下「農地利用集積円滑化事業」という。）（同項第１号ロに規定する農地売買等事業（以下「農地売買等事業」という。）に限る。）のために行われたものである場合（当該貸付けが基盤強化法第20条に規定する農用地利用集積計画（以下「農用地利用集積計画」という。）の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、当該営農困難時貸付けにつき農地法第３条第１項第13号の届出を受理した旨及び当該届出を受理した年月日の証明（措置法第70条の４第21項、第22項第２号又は第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第１号ロ(1)及び(2)(ii)、第34項第１号イ及び第37項）　

	ス　受贈者の行った営農困難時貸付け（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）が、措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けにより行われた場合には、当該営農困難時貸付けを行った受贈者が農地法第３条第１項の許可を受けたこと及び当該許可をした年月日の証明（当該営農困難時貸付けにつき同項の許可を受けることを要しない場合には、その旨）（措置法第70条の４第21項、第22項第２号又は第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第２号ハ、第34項第１号ロ(1)及び第37項）
	ス　受贈者の行った営農困難時貸付け（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）が、措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けにより行われた場合には、当該営農困難時貸付けを行った受贈者が農地法第３条第１項の許可を受けたこと及び当該許可をした年月日の証明（当該営農困難時貸付けにつき同項の許可を受けることを要しない場合には、その旨）（措置法第70条の４第21項、第22項第２号又は第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第２号ハ、第34項第１号ロ(1)及び第37項）

	セ （略）
	セ （略）

	ソ　受贈者（措置法第70条の４の２第２項の要件を満たす受贈者に限る。）の行った特定貸付け（特定貸付けを行っていた農地等（以下「特定貸付農地等」という。）に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業（農地売買等事業に限る。）のために行われたものである場合（当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、当該特定貸付けにつき農地法第３条第１項第13号の届出を受理した旨及び当該届出の受理年月日の証明（措置法第70条の４の２第１項、第３項及び第５項、措置令第40条の６の２第１項、第２項及び第５項、措置規則第23条の７の２第２項第１号及び第２号ロ、第４項第１号並びに第７項）
	〔新設〕


	タ　特定貸付農地等につき耕作の放棄又は権利消滅があった場合において、受贈者（措置法第70条の４の２第２項の要件を満たす受贈者に限る。）が当該特定貸付農地等について自らの農業の用に供した場合には、その旨の証明（措置法第70条の４の２第３項及び第５項、措置令第40条の６の２第２項及び第５項、措置規則第23条の７の２第４項第２号及び第７項）
	〔新設〕


	チ　受贈者（措置令第40条の６第９項第４号イ又はロの要件を満たす受贈者に限る。）が、農用地区域内にある農地等について、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業（農地売買等事業に限る。）のために譲渡した場合（農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した場合を除く。）には、当該譲渡につき農地法第３条第１項第13号の届出を受理した旨の証明（措置法第70条の４第１項第１号、措置令第40条の６第９項第４号、措置規則第23条の７第４項第４号イ及びロ(2)）
	〔新設〕


	ツ・テ  （略）
	ソ・タ  （略）

	(2) 特例農地等についての相続税の納税猶予に係るもの
ア （略）
	(2) 特例農地等についての相続税の納税猶予に係るもの
ア （略）

	イ　相続人が被相続人からの相続等に係る相続税の申告書の提出期限までに当該相続等により取得した農地及び採草放牧地について農業経営を開始し、その後引き続き当該農業経営を行うと認められる者等措置令第40条の７第２項各号に掲げる者のいずれかに該当する者である旨の証明（相続人が被相続人からの相続等に係る相続税の申告書の提出期限までに当該相続等により取得した農地又は採草放牧地のすべてについて特定貸付け（措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付けをいう。以下(2)、２の(2)、第２の１の(18)から(30)まで及び第２の２の(28)から(31)までにおいて同じ。）を行っている場合には、特定貸付けを行っていると認められる者である旨の証明）（措置令第40条の７第２項及び第40条の７の３第４項、措置規則第23条の８第１項）
	イ　相続人が被相続人からの相続等に係る相続税の申告書の提出期限までに当該相続等により取得した農地及び採草放牧地について農業経営を開始し、その後引き続き当該農業経営を行うと認められる者等措置令第40条の７第２項各号に掲げる者のいずれかに該当する者である旨の証明（相続人が被相続人からの相続等に係る相続税の申告書の提出期限までに当該相続等により取得した農地又は採草放牧地のすべてについて特定貸付け（措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付けをいう。以下同じ。）を行っている場合には、特定貸付けを行っていると認められる者である旨の証明）（措置令第40条の７第２項及び第40条の７の３第４項、措置規則第23条の８第１項）


	ウ～オ　（略）
	ウ～オ　（略）

	カ　農業相続人が相続又は遺贈により取得した特例農地等に係る農業経営又は営農困難時貸付け若しくは特定貸付けを引き続き行っている旨の証明（措置法第70条の６第31項、措置令第40条の７第57項、措置規則第23条の８第29項第１号及び第４号並びに第23条の８の２第４項）
	カ　農業相続人が相続又は遺贈により取得した特例農地等に係る農業経営又は営農困難時貸付け若しくは特定貸付けを引き続き行っている旨の証明（措置法第70条の６第31項、措置令第40条の７第57項、措置規則第23条の８第29項第１号及び第４号並びに第23条の８の２第10項）

	キ～ケ　（略）
	キ～ケ　（略）

	コ　農業相続人が営農困難時貸付け（措置法第70条の６第27項に規定する営農困難時貸付けをいう。以下(2)、２の(2)、第２の１の(18)から(29)まで及び第２の２の(22)から(27)までにおいて同じ。）（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けにより新たに行った営農困難時貸付けを含む。）を行った場合には、当該営農困難時貸付けを行った農業相続人が農地法第３条第１項の許可を受けたこと及び当該許可をした年月日の証明（当該営農困難時貸付けにつき同項の許可を受けることを要しない場合には、その旨）（措置法第70条の６第27項、措置令第40条の７第51項、措置規則第23条の８第25項。サ及びシにおいて同じ。）

	コ　農業相続人が営農困難時貸付け（措置法第70条の６第27項に規定する営農困難時貸付けをいう。以下(2)及び２の(2)並びに第２の１の(15)から(26)まで及び第２の２の(17)から(21)までにおいて同じ。）（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けにより新たに行った営農困難時貸付けを含む。）を行った場合には、当該営農困難時貸付けを行った農業相続人が農地法第３条第１項の許可を受けたこと及び当該許可をした年月日の証明（当該営農困難時貸付けにつき同項の許可を受けることを要しない場合には、その旨）（措置法第70条の６第27項、措置令第40条の７第51項、措置規則第23条の８第25項。以下サ及びシにおいて同じ。）

	サ・シ （略）
	サ・シ （略）

	ス　農業相続人の行った特定貸付け（特定貸付けを行っている農地等（以下「特定貸付農地等」という。）に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業（農地売買等事業に限る。）のために行われたものである場合（当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、当該特定貸付けにつき農地法第３条第１項第13号の届出を受理した旨及び当該届出の受理年月日の証明（措置法第70条の６の２第１項及び第３項、措置令第40条の７の２第１項、第４項及び第５項、措置規則第23条の８の２第２項第１号イ及びロ(2)並びに第３項）
	ス　農業相続人の行った特定貸付け（特定貸付けを行っている農地等（以下「特定貸付農地等」という。）に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業（農地売買等事業に限る。）のために行われたものである場合（当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、当該特定貸付けにつき農地法第３条第１項第13号の届出を受理した旨及び当該届出の受理年月日の証明（措置法第70条の６の２第１項、第２項及び第４項、措置令第40条の７の２第１項、第２項及び第５項、措置規則第23条の８の２第２項第１号イ及びロ(2)、第４項第１号及び第７項）

	セ　特定貸付農地等につき耕作の放棄又は権利消滅があった場合において、農業相続人が当該特定貸付農地等について自らの農業の用に供した場合には、その旨の証明（措置法第70条の６の２第３項、措置令第40条の７の２第４項及び第５項、措置規則第23条の８の２第３項）
	セ　特定貸付農地等につき耕作の放棄又は権利消滅があった場合において、農業相続人が当該特定貸付農地等について自らの農業の用に供した場合には、その旨の証明（措置法第70条の６の２第２項及び第４項、措置令第40条の７の２第２項及び第５項、措置規則第23条の８の２第４項第２号及び第７項）

	ソ　農業相続人が、農用地区域内にある特例農地等について、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業（農地売買等事業に限る。）のために譲渡した場合（農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した場合を除く。）には、当該譲渡につき農地法第３条第１項第13号の届出を受理した旨の証明（措置法第70条の６第１項第１号、措置令第40条の７第８項、措置規則第23条の８第４項第２号イ及びロ(2)）

	ソ　農業相続人が、農用地区域内にある特例農地等について、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業（農地売買等事業に限る。）のために譲渡した場合（農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した場合を除く。）には、当該譲渡につき農地法第３条第１項第13号の届出を受理した旨の証明（措置法第70条の６第１項第１号、措置令第40条の７第８項、措置規則第23条の８第４項第２号イ及びロ(ii)）


	２　市町村長、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体、農業協同組合、都道府県知事又は農林水産大臣が行うべき証明等
(1) 農地等を贈与した場合の贈与税の納税猶予に係るもの
	２　市町村長、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体、農業協同組合、都道府県知事又は農林水産大臣が行うべき証明等
(1) 農地等を贈与した場合の贈与税の納税猶予に係るもの

	
	証　　　明　　　事　　　項　　　等

	証明等を
行うべき者
	
	
	証　　　明　　　事　　　項　　　等

	証明等を
行うべき者
	

	
	ア～エ　（略）
	（略）
	
	
	ア～エ　（略）
	（略）
	

	
	オ　受贈者の行った営農困難時貸付け（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）が、次に掲げる事業のために行われたものである場合（当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、営農困難時貸付けを行った旨及び当該貸付年月日の証明（措置法第70条の４第21項、第22項第２号及び第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第１号ロ(1)及び(2)、第34項第１号イ及び第37項）
(ｱ)・(ｲ) （略）　
	（略）
	
	
	オ　受贈者の行った営農困難時貸付け（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）が、次に掲げる事業のために行われたものである場合（当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、営農困難時貸付けを行った旨及び当該貸付年月日の証明（措置法第70条の４第21項、第22項第２号及び第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第１号ロ(1)(2)、第34条第１号イ及び第37項）
(ｱ)・(ｲ) （略）
	（略）
	

	
	カ　（略）
	（略）
	
	
	カ　（略）
	（略）
	

	
	キ　受贈者の行った営農困難時貸付け（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）が、措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けにより行われた場合には、当該営農困難時貸付農地等が存する次に掲げる地域又は区域の区分に応じそれぞれ次に定める証明（措置法第70条の４第21項、第22項第２号及び第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第２号ニ、第34項第１号ロ(2)及び第37項）
(ｱ)～(ｳ) （略）
	[削る。]
（略）
	
	
	キ　受贈者の行った営農困難時貸付け（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）が、措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けにより行われた場合には、当該営農困難時貸付農地等が存する次に掲げる地域又は区域の区分に応じそれぞれ次に定める証明（措置法第70条の４第21項、第22項第２号及び第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第２号ニ、第34項第１号ロ(2)及び第37項）
(ｱ)～(ｳ) （略）
	市町村長
（略）
	

	
	ク　受贈者が営農困難時貸付け（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）を措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けにより行った場合に、当該営農困難時貸付農地等が、キの(ｱ)から(ｳ)までに掲げる地域及び区域のいずれかに存しない場合には、その旨の証明（措置法第70条の４第21項、第22項第２号又は第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第２号ホ、第34項第１号ロ(3)及び第37項）
	市町村長

	
	
	ク　受贈者が営農困難時貸付け（営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った営農困難時貸付けを含む。）を措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けにより行った場合に、当該営農困難時貸付農地等が、キの(ｱ)から(ｳ)までに掲げる地域及び区域のいずれかに存しない場合には、その旨の証明（措置法第70条の４第21項、第22項第２号又は第４号、措置令第40条の６第47項、第48項及び第51項、措置規則第23条の７第32項第２号ホ、第34項第１号ロ(3)及び第37項）
	市町村長

	

	
	ケ　営農困難時貸付農地等につき耕作の放棄又は権利消滅があった場合において、受贈者が１年以内に新たな営農困難時貸付けを行う見込みであることにつき、税務署長へ承認の申請をする場合には、当該営農困難時貸付農地等が存する次に掲げる地域又は区域の区分に応じそれぞれ次に定める証明（措置法第70条の４第22項第３号、措置令第40条の６第49項、措置規則第23条の７第36項第１号）
(ｱ)～(ｳ)　（略） 
	（略）
	
	
	ケ　営農困難時貸付農地等につき耕作の放棄又は権利消滅があった場合において、受贈者が１年以内に新たな営農困難時貸付けを行う見込みであることにつき、税務署長へ承認の申請をする場合には、当該営農困難時貸付農地等が存する次に掲げる地域又は区域の区分に応じそれぞれ次に定める証明（措置法第70条の４第21項第３号、措置令第40条の６第49項、措置規則第23条の７第36項第１号）
(ｱ)～(ｳ)　（略） 
	（略）
	

	
	コ （略）
	（略）
	
	
	コ （略）
	（略）
	

	
	サ　受贈者（措置法第70条の４の２第２項の要件を満たす受贈者に限る。）の行った特定貸付け（特定貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、次に掲げる事業のために行われた貸付けである場合（当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、当該特定貸付けを行った旨及び当該貸付年月日の証明（措置法第70条の４の２第１項、第３項及び第５項、措置令第40条の６の２第１項、第２項及び第５項、措置規則第23条の７の２第２項第１号及び第２号、第４項第１号及び第７項）
(ｱ) 農地保有合理化事業
(ｲ) 農地利用集積円滑化事業
ａ　農地売買等事業
ｂ　農地所有者代理事業
	農地保有合理化法人
農地利用集積円滑化団体
市町村長
	
	
	〔新設〕

	
	

	
	シ　受贈者（措置法第70条の４の２第２項の要件を満たす受贈者に限る。）の行った特定貸付け（特定貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、農用地利用集積計画の定めるところにより行われた貸付けである場合には、当該農用地利用集積計画を公告した旨及び当該公告の年月日の証明（措置法第70条の４の２第１項、第３項及び第５項、措置令第40条の６の２第１項、第２項及び第５項、措置規則第23条の７の２第２項第３号、第４項第１号及び第７項）
	市町村長

	
	
	〔新設〕

	
	

	
	ス　耕作の放棄又は権利消滅があった特定貸付農地等について、受贈者が１年以内に新たな特定貸付けを行う見込みがあることにつき税務署長へ承認の申請をする場合には、当該特定貸付農地等が存する次に掲げる地域又は区域の区分に応じそれぞれ次に定める証明（措置法第70条の４の２第４項及び第８項、措置令第40条の６の２第３項及び第７項、措置規則第23条の７の２第６項及び第８項）
(ｱ) 農地保有合理化事業を実施している区域においては、当該特定貸付農地等について受贈者から農地保有合理化事業のために行う貸付けの申込みを受けたことを証するもの
(ｲ) 農地利用集積円滑化事業を実施している地域においては、当該特定貸付農地等について受贈者から農地利用集積円滑化事業のために行う貸付けの申込みを受けたことを証するもの
(ｳ) 利用権設定等促進事業を実施している市町村の区域においては、当該特定貸付農地等について、受贈者から農用地利用集積計画の定めるところにより行われる貸付けの申込みを受けたことを証するもの
	農地保有合理化法人
農地利用集積円滑化団体
市町村長

	
	
	〔新設〕

	
	

	
	セ　受贈者（措置令第40条の６第９項第４号イ又はロの要件を満たす受贈者に限る。）が、農用地区域内にある農地等について、次に掲げる事業のために譲渡した場合（農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した場合を除く。）には、当該農地等について、当該事業のために買入れ又は譲渡を行った旨及び当該買入れ又は譲渡の年月日の証明（措置法第70条の４第１項第１号、措置令第40条の６第９項第４号、措置規則第23条の７第４項第４号イ及びロ）
(ｱ) 農地保有合理化事業
(ｲ) 農地利用集積円滑化事業
ａ　農地売買等事業
ｂ　農地所有者代理事業
	農地保有合理化法人
農地利用集積円滑化団体
市町村長
	
	
	〔新設〕

	
	

	
	ソ　受贈者（措置令第40条の６第９項第４号イ又はロの要件を満たす受贈者に限る。）が、農用地区域内にある農地等について、農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した場合には、当該農用地利用集積計画を公告した旨及び当該公告の年月日の証明（措置法第70条の４第１項第１号、措置令第40条の６第９項第４号、措置規則第23条の７第４項第４号ハ）

	市町村長

	
	
	〔新設〕

	
	

	
	タ　受贈者（措置令第40条の６第９項第４号イ又はロの要件を満たす受贈者に限る。）が、農用地区域内にある農地等について、農地保有合理化事業若しくは農地利用集積円滑化事業のために譲渡した場合又は農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した場合には、当該農地等が農用地区域内にある旨の証明（措置法第70条の４第１項第１号、措置令第40条の６第９項第４号、措置規則第23条の７第４項第４号）
	市町村長

	
	
	〔新設〕

	
	

	
	チ～テ （略）
	（略）
	
	
	サ～ス （略）
	(略)
	

	
	
	
	
	
	

	(2) 特例農地等についての相続税の納税猶予に係るもの
	(2) 特例農地等についての相続税の納税猶予に係るもの

	
	証　　　明　　　事　　　項　　　等

	証明等を
行うべき者
	
	
	証　　　明　　　事　　　項　　　等

	証明等を
行うべき者
	

	
	ア～コ （略）
	（略）
	
	
	ア～コ （略）
	(略)
	

	
	サ　農業相続人の行った特定貸付け（特定貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、次に掲げる事業のために行われた貸付けである場合（当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、当該特定貸付けを行った旨及び当該貸付年月日の証明（措置法第70条の６の２第１項及び第３項、措置令第40条の７の２第１項、第４項及び第５項、措置規則第23条の８の２第２項第１号イ及びロ並びに第３項）
	
	
	
	サ　農業相続人の行った特定貸付け（特定貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、次に掲げる事業のために行われた貸付けである場合（当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われたものである場合を除く。）には、当該特定貸付けを行った旨及び当該貸付年月日の証明（措置法第70条の６の２第１項、第２項及び第４項、措置令第40条の７の２第１項、第２項及び第５項、措置規則第23条の８の２第２項イ及びロ、第４項第１号及び第７項）
	
	

	
	(ｱ)・(ｲ)（略）　
	（略）
	
	
	(ｱ)・(ｲ)（略）
	(略)
	

	
	シ　農業相続人の行った特定貸付け（特定貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、農用地利用集積計画の定めるところにより行われた貸付けである場合には、当該農用地利用集積計画を公告した旨及び当該公告の年月日の証明（措置法第70条の６の２第１項及び第３項、措置令第40条の７の２第１項、第４項及び第５項、措置規則第23条の８の２第２項第１号ハ及び第３項）
	
	
	
	シ　農業相続人の行った特定貸付け（特定貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、新たに行った特定貸付けを含む。）が、農用地利用集積計画の定めるところにより行われた貸付けである場合には、当該農用地利用集積計画を公告した旨及び当該公告の年月日の証明（措置法第70条の６の２第１項、第２項及び第４項、措置令第40条の７の２第１項、第２項及び第５項、措置規則第23条の８の２第２項第１号ハ、第４項第１号及び第７項）
	
	

	
	ス （略）
	（略）
	
	
	ス （略）
	(略)
	

	
	セ　耕作の放棄又は権利消滅があった特定貸付農地等について、１年以内に新たな特定貸付けを行う見込みがあることにつき税務署長へ承認の申請をする場合には、耕作の放棄又は権利消滅があった特定貸付農地等が存する次に掲げる地域又は区域の区分に応じそれぞれ次に定める証明（措置法第70条の６の２第３項、措置令第40条の７の２第４項及び第５項、措置規則第23条の８の２第３項）
	
	
	
	セ　耕作の放棄又は権利消滅があった特定貸付農地等について、新たな特定貸付けを行う見込みがあることにつき税務署長へ承認の申請をする場合には、耕作の放棄又は権利消滅があった特定貸付農地等が存する次に掲げる地域又は区域の区分に応じそれぞれ次に定める証明（措置法第70条の６の２第３項、措置令第40条の７の２第３項、措置規則第23条の８の２第６項）

	
	

	
	(ｱ)～(ｳ)（略）　
	（略）
	
	
	(ｱ)～(ｳ)（略）
	（略）
	

	
	ソ　農業相続人が、農用地区域内にある特例農地等について、次に掲げる事業のために譲渡した場合（農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した場合を除く。）には、当該特例農地等について、当該事業のために買入れ又は譲渡を行った旨及び当該買入れ又は譲渡の年月日の証明（措置法第70条の６第１項第１号、措置令第40条の７第８項、措置規則第23条の８第４項第２号イ及びロ）
(ｱ)・(ｲ)（略）
	（略）
	
	
	ソ　農業相続人が、農用地区域内にある特例農地等について、次に掲げる事業のために譲渡した場合（農用地利用集積計画の定めるところにより譲渡した場合を除く。）には、当該特例農地等について、当該事業のために買入れを行った旨及び当該買入の年月日の証明（措置法第70条の６第１項第１号、措置令第40条の７第８項、措置規則第23条の８第４項第２号イ及びロ）
(ｱ)・(ｲ)（略）
	（略）
	

	
	タ～ツ （略）
	（略）
	
	
	タ～ツ （略）
	（略）
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	第２　証明等の事務処理に当たって留意すべき事項
１　農業委員会が行うべき証明等関係
(1)～(5) （略）　
	第２　証明等の事務処理に当たって留意すべき事項
１　農業委員会が行うべき証明等関係
(1)～(5) （略）　

	(6) 第１の１の(1)のクの証明関係
ア　この証明を行うに当たっては、申請者からの事情聴取のほか要すれば現地調査を行う等により、当該受贈者が納税猶予の特例の適用を受けている農地等に係る農業経営又は営農困難時貸付け若しくは特定貸付けを引き続き行っていることを確認の上、別紙様式６号「引き続き農業経営を行っている旨の証明書」、別紙様式７号「引き続き営農困難時貸付けを行っている旨の証明書」又は別紙様式17号「引き続き特定貸付けを行っている旨の証明書」により証明を行うこと。
	(6) 第１の１の(1)のクの証明関係
ア　この証明を行うに当たっては、申請者からの事情聴取のほか要すれば現地調査を行う等により、当該受贈者が納税猶予の特例の適用を受けている農地等に係る農業経営又は営農困難時貸付けを引き続き行っていることを確認の上、別紙様式６号「引き続き農業経営を行っている旨の証明書」又は別紙様式７号「引き続き営農困難時貸付けを行っている旨の証明書」により証明を行うこと。


	イ （略）
	イ （略）

	(7)～(9) （略）
	(7)～(9) （略）

	(10) 第１の１の(1)のシの証明関係
ア　受贈者の行った貸付けが、措置法第70条の４第21項に規定する営農困難時貸付けに該当するためには、次の全てを満たす必要があることに留意すること（措置法第70条の４第21項、措置令第40条の６第45項、第46項及び第54項）。
(ｱ) 受贈者が、措置法第70条の４第１項の規定の適用を受ける農地等について当該受贈者の農業の用に供することが困難な状態であること
	(10) 第１の１の(1)のシの証明関係
ア　受贈者の行った貸付けが、措置法第70条の４第21項に規定する営農困難時貸付けに該当するためには、次のすべてを満たす必要があることに留意すること（措置法第70条の４第21項、措置令第40条の６第45項及び第46項）。
(ｱ) 受贈者が、特例農地等について当該受贈者の農業の用に供することが困難な状態であること


	(ｲ) 措置法第70条の４第１項の規定の適用を受ける農地等について次のａからｄまでのいずれかの地上権、永小作権、使用貸借による権利又は賃借権の設定に基づく貸付けを行ったこと
ａ　措置法第70条の４の２第２項各号の要件のいずれも満たさない受贈者が行う同条第１項各号に掲げる貸付け（ｂに該当する貸付けを除く。）
ｂ　措置法第70条の４の２第２項各号の要件のいずれも満たさない受贈者が、同条第１項各号に掲げる貸付けの申込みを行った日後１年を経過する日までに当該貸付けを行うことができなかった場合における貸付け
ｃ　措置法第70条の４第１項の規定の適用を受ける農地等が、次の(a)から(c)までの区域等（以下「農地保有合理化事業等の区域」という。）のいずれにも存しない場合における貸付け
(a) 農地保有合理化事業を実施している区域
(b) 農地利用集積円滑化事業を実施している地域
(c) 利用権設定等促進事業を実施している区域
ｄ　措置法第70条の４の２第２項各号の要件を満たす受贈者が、同条第１項各号に掲げる貸付けの申込みを行った日後１年を経過する日までに当該貸付けを行うことができなかった場合（当該貸付けの申込みを当該１年を経過する日まで引き続き行っている場合に限る。）における貸付け
	(ｲ) 特例農地等について次のａからｃまでのいずれかの地上権、永小作権、使用貸借による権利又は賃借権の設定に基づく貸付けを行ったこと
ａ　措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付け
〔新設〕
ｂ　特例農地等が、次の(a)から(c)までの区域等（以下「農地保有合理化事業等の区域」という。）のいずれにも存しない場合における貸付け（措置令第40条の６第46項）
(a) 農地保有合理化事業を実施している区域
(b) 農地利用集積円滑化事業を実施している地域
(c) 利用権設定等促進事業を実施している区域
ｃ　措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付けの申込みを行った日後１年を経過する日までに当該貸付けを行うことができなかった場合（当該貸付けの申込みを当該１年を経過する日まで引き続き行っている場合に限る。）における貸付け


	イ～カ （略）
	イ～カ （略）

	(11) 第１の１の(1)のスの証明関係
ア　受贈者の行った貸付けが、措置法第70条の４第21項に規定する営農困難時貸付けに該当するか否かは(10)のアからウまでに準じて判断すること。
特に、措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けは、(10)のアの(ｲ)のｂからｄまでに規定する場合に行うことができることに留意すること。
なお、(10)のアの(ｱ)の状態にある受贈者が措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付けの申込みを行った日後１年を経過する日までに当該貸付けを行った場合については、当該受贈者が同条第２項各号の要件のいずれも満たさない者であるときは、営農困難時貸付けが適用されることとなるが、当該受贈者が同項各号の要件を満たす者であるときは、特定貸付けの特例が適用されることとなることに留意すること。
イ　(10)のアの(ｲ)のｃに規定する場合は、ウに規定する貸付けの申込みを行うことなく、措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けを行うことができる。
ウ　(10)のアの(ｲ)のｄに規定する場合とは、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体又は利用権設定等促進事業を行っている市町村に対して、措置法第70条の４第１項の規定の適用を受ける農地等に係る措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付けの申込みが当該申込みを行った日後１年を経過する日まで継続して行われていたが、同日において当該貸付けができない場合をいう（措置令第40条の６第46項及び第54項）。
エ　営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、当該営農困難時貸付農地等につき新たな営農困難時貸付けを行う場合には、ウに規定する貸付けの申込みを継続して行う期間が、「当該申込みを行った日後１月を経過する日まで」に短縮されることに留意すること（措置令第40条の６第57項）。
オ （略）
	(11) 第１の１の(1)のスの証明関係
ア　受贈者の行った貸付けが、措置法第70条の４第21項に規定する営農困難時貸付けに該当するか否かは(10)のアからウまでに準じて判断すること。
特に、措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けは、(10)のアの(ｲ)のｂ又はｃに該当する場合に行うことができることに留意すること。
イ　(10)のアの(ｲ)のｂに規定する「特例農地等が、農地保有合理化事業等の区域のいずれにも存しない場合」は、ウに規定する貸付けの申込みを行うことなく、措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付け以外の貸付けを行うことができる。
ウ　(10)のアの(ｲ)のｃに規定する「措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付けの申込みを行った日後１年を経過する日までに当該貸付けを行うことができなかった場合」とは、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体又は利用権設定等促進事業を行っている市町村に対して、当該特例農地等に係る措置法第70条の６の２第１項各号に掲げる貸付けの申込みが当該申込みを行った日後１年を経過する日まで継続して行われていたが、同日において当該貸付けができない場合をいう（措置令第40条の６第46項）。
エ　営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があったために、当該営農困難時貸付農地等につき新たな営農困難時貸付けを行う場合には、ウに規定する貸付けの申込みを継続して行う期間が、「当該申込みを行った日後１月を経過する日まで」に短縮されることに留意すること（措置令第40条の６第56項）。
オ （略）

	(12) （略）　
	(12) （略）　

	(13) 第１の１の(1)のソの証明関係
ア　措置法第70条の４の２の特例は、現に贈与税の納税猶予の適用を受けている受贈者のうち、以下の要件を満たす者に限って適用されることに留意すること（措置法第70条の４の２第２項）。
(ｱ) 特定貸付けを行った日において65歳以上である受贈者については、贈与税の申告書の提出期限から当該貸付けを行った日までの期間が10年以上であること。
(ｲ) (ｱ)以外の受贈者については、贈与税の申告書の提出期限から措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付けを行った日までの期間が20年以上であること。
イ　特定貸付けの対象となる農地又は採草放牧地とは、市街化区域外に所在し、農地保有合理化事業等の区域に存する農地又は採草放牧地に限られることに留意すること。また、次に掲げる農地等は特定貸付けの対象とはならないことに留意すること。
(ｱ) 準農地である農地等
(ｲ) 措置令第40条の６第61項第２号又は第３号に掲げる敷地又は用地である農地等
(ｳ) 措置法第70条の４第６項（年金特例）の規定の適用を受ける農地等
(ｴ) 措置法第70条の４第８項（借換特例）に規定する貸付特例適用農地等
(ｵ) 措置法第70条の４第17項に規定する一時的道路用地等の用に供するため同項に規定する地上権等の設定等に基づく貸付けの対象となっている農地等
(ｶ) 措置法第70条の４第21項に規定する営農困難時貸付けの対象となっている農地等
ウ　営農困難時貸付農地等に耕作の放棄又は権利消滅があった場合に、受贈者が、当該営農困難時農地等に係る新たな営農困難時貸付けを措置法第70条の４の２第１項各号に掲げる貸付けにより行った場合であっても、当該貸付けは措置法第70条の４第21項の規定が適用される営農困難時貸付けであり、措置法第70条の４の２の規定の適用はないことに留意すること。
エ　この証明を行うに当たっては、農地法第３条届出受理通知書により行うものとする。
オ　当該特定貸付けが、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業（農地売買等事業に限る。）のために行われたものであっても、当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われた場合には、この証明ではなく、第１の２の(1)のシに定める市町村長の証明が必要となることに留意すること。
カ　この証明を行うに当たっては、受贈者が行った特定貸付けごとに行わなければならないことに留意すること（措置令第40条の６の２第２項。(14)において同じ。）
	〔新設〕


	(14) 第１の１の(1)のタの証明関係
この証明を行うに当たっては、(6)に準じて取り扱うこととし、証明書の様式は、別紙様式18号「農業の用に供した旨の証明書（特定貸付け）」により証明を行うこと。
	〔新設〕


	(15) 第１の１の(1)のチの証明関係
ア　この証明を行うに当たっては、農地法第３条届出受理通知書により行うものとする。
イ　当該譲渡が、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業（農地売買等事業に限る。）のために行われたものであっても、当該譲渡が農用地利用集積計画の定めるところにより行われた場合には、この証明ではなく、第１の２の(1)のソに定める市町村長の証明が必要となることに留意すること。
	〔新設〕


	(16) 第１の１の(1)のツの証明関係
	(13) 第１の１の(1)のソの証明関係

	(17) 第１の１の(1)のテの証明関係
	(14) 第１の１の(1)のタの証明関係

	(18)～(25) 　（略）
	(15)～(22)　（略）

	(26) 第１の１の(2)のコの証明関係
ア～オ （略）
キ　この証明を行うに当たっては、営農困難時貸付けを行ったごとに行わなければならないことに留意すること（措置令第40条の７第51項。以下(28)までにおいて同じ。）。
	(23) 第１の１の(2)のコの証明関係
ア～オ （略）
キ　この証明を行うに当たっては、営農困難時貸付けを行ったごとに行わなければならないことに留意すること（措置令第40条の７第51項。以下(25)までにおいて同じ。）。

	(27) 第１の１の(2)のサの証明関係
ア　農業相続人の行った貸付けが、措置法第70条の６第27項に規定する営農困難時貸付けに該当するか否かは、(26)のアからオまでに準じて判断すること。
イ～エ （略）
	(24) 第１の１の(2)のサの証明関係
ア　農業相続人の行った貸付けが、措置法第70条の６第27項に規定する営農困難時貸付けに該当するか否かは、(23)のアからオまでに準じて判断すること。
イ～エ （略）

	(28) （略）　
	(25) （略）　

	(29) 第１の１の(2)のスの証明関係
ア～エ （略）
オ　この証明を行うに当たっては、特定貸付けを行ったごとに行わなければならないことに留意すること（措置令第40条の７の２第４項及び第５項。(30)において同じ。）。
	(26) 第１の１の(2)のスの証明関係
ア～エ （略）
オ　この証明を行うに当たっては、特定貸付けを行ったごとに行わなければならないことに留意すること（措置令第40条の７の２第２項。以下(27)において同じ。）

	(30)・(31) （略）　
	(27)・(28) （略）　

	２　市町村長、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体、農業協同組合、都道府県知事又は農林水産大臣が行うべき証明等関係
(1)～(10) （略）　
	２　市町村長、農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体、農業協同組合、都道府県知事又は農林水産大臣が行うべき証明等関係
(1)～(10) （略）　

	(11) 第１の２の(1)のサの証明関係
ア　受贈者の行った農地等の貸付けについて措置法第70条の４の２第１項に規定する特定貸付けの特例が適用されるか否かは、１の(13)のア及びイに準じて判断すること（以下(13)までにおいて同じ。）。
イ　農地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体及び市町村長は、措置法第70条の４第１項の適用を受ける受贈者（措置法第70条の４の２第２項の要件を満たす受贈者に限る。）から特定貸付けの申込みがあった場合には、別紙様式22号「貸付申込書」又はこれに準ずるものの提出を求めるものとする。
また、農地利用集積円滑化事業（農地所有者代理事業に限る。）のために行われる貸付けに係る貸付申込書は、委任契約書によることができるものとする。
ウ　別紙様式30号「特定貸付けを行った旨の証明書」により証明を行うこと。
エ　当該特定貸付けが、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業のために行われたものであっても、当該貸付けが農用地利用集積計画の定めるところにより行われた場合には、この証明ではなく、第１の２の(1)のシに定める市町村長の証明が必要となることに留意すること。
オ　当該特定貸付けが、農地利用集積円滑化事業のうち農地所有者代理事業のために行われた場合には、農地利用集積円滑化団体ではなく市町村長がこの証明を行う必要があることに留意すること。この場合、市町村長は、農地利用集積円滑化団体からの事情聴取のほか、要すれば契約書の写し等により事実確認を行った上、証明を行うこと。
	〔新設〕


	(12) 第１の２の(1)のシの証明関係
ア　市町村長は、措置法第70条の４第１項の適用を受ける受贈者（措置法第70条の４の２第２項の要件を満たす受贈者に限る。）から特定貸付けの申込みがあった場合には、別紙様式22号「貸付申込書」又はこれに準ずるものの提出を求めるものとする。
イ　別紙様式24号「農用地利用集積計画を公告した旨の証明書（貸付）」により証明を行うこと。
	〔新設〕


	(13) 第１の２の(1)のスの証明関係
この証明に行うに当たっては、新たな特定貸付けを行う見込みである受贈者（措置法第70条の４の２第２項の要件を満たす受贈者に限る。）から(11)のイ又は(12)のアの貸付申込書等又は委任契約書の提出を受けていることを確認の上、別紙様式32号「特定貸付農地等に係る貸付申込証明書」により行うものとする。
	〔新設〕


	(14) 第１の２の(1)のセの証明関係
ア　別紙様式33号「農地保有合理化事業等のために譲渡した旨の証明書」により証明を行うこと。
イ　当該譲渡が、農地保有合理化事業又は農地利用集積円滑化事業のために行われたものであっても、当該譲渡が農用地利用集積計画の定めるところにより行われた場合には、この証明ではなく、第１の２の(1)のソに定める市町村長の証明が必要となることに留意すること。
ウ　当該譲渡が、農地利用集積円滑化事業のうち農地所有者代理事業のために行われた場合には、農地利用集積円滑化団体ではなく市町村長がこの証明を行う必要があることに留意すること。この場合、市町村長は、農地利用集積円滑化団体からの事情聴取のほか、要すれば売買契約書の写し等により事実確認を行った上、証明を行うこと。
	〔新設〕


	(15) 第１の２の(1)のソの証明関係
別紙様式34号「農用地利用集積計画を公告した旨の証明書（譲渡）」により証明を行うこと。
	〔新設〕


	(16) 第１の２の(1)のタの証明関係
別紙様式35号「特例農地等が農用地区域にある旨の証明書」により証明を行うこと。
	〔新設〕


	(17) 第１の２の(1)のチ、ツ及びテの証明関係 （略）
	(11) 第１の２の(1)のサ、シ及びスの証明関係 （略）

	(18)～(21)（略） 　
	(12)～(15)（略）　

	(22) 第１の２の(2)のオの証明関係
ア　農業相続人の行った貸付けが、措置法第70条の６第27項に規定する営農困難時貸付けに該当するか否かは、１の(26)のアからオまでに準じて判断すること（以下(27)までにおいて同じ。）。
イ　この証明を行うに当たっては、次により行うものとする。
(ｱ) 営農困難時貸付けを行った場合（(ｲ)の場合を除く。）は、(28)のイ又は(29)のアの貸付申込書等又は委任契約書に記載された申込年月日後１年を経過していることを確認の上、別紙様式25号「営農困難時貸付農地等に係る貸付申込証明書（１年）」により行う。
(ｲ) 耕作の放棄又は権利消滅のあった営農困難時貸付農地等につき新たな営農困難時貸付けを行った場合は、(28)のイ又は(29)のアの貸付申込書等又は委任契約書に記載された申込年月日後１月を経過していることを確認の上、別紙様式26号「営農困難時貸付農地等に係る貸付申込証明書（１月）」により行う。
ウ　この証明を行うに当たっては、営農困難時貸付けを行ったごとに行わなければならないことに留意すること（措置令第40条の７第51項。以下(27)までにおいて同じ。）
	(16) 第１の２の(2)のオの証明関係
ア　農業相続人の行った貸付けが、措置法第70条の６第27項に規定する営農困難時貸付けに該当するか否かは、１の(23)のアからオまでに準じて判断すること（以下(21)までにおいて同じ。）。
イ　この証明を行うに当たっては、次により行うものとする。
(ｱ) 営農困難時貸付けを行った場合（(ｲ)の場合を除く。）は、(22)のイ又は(23)のアの貸付申込書等又は委任契約書に記載された申込年月日後１年を経過していることを確認の上、別紙様式25号「営農困難時貸付農地等に係る貸付申込証明書（１年）」により行う。
(ｲ) 耕作の放棄又は権利消滅のあった営農困難時貸付農地等につき新たな営農困難時貸付けを行った場合は、(22)のイ又は(23)のアの貸付申込書等又は委任契約書に記載された申込年月日後１月を経過していることを確認の上、別紙様式26号「営農困難時貸付農地等に係る貸付申込証明書（１月）」により行う。
ウ　この証明を行うに当たっては、営農困難時貸付けを行ったごとに行わなければならないことに留意すること（措置令第40条の７第51項。以下(21)までにおいて同じ。）

	(23)～(27)（略） 　
	(17)～(21)（略）　

	(28) 第１の２の(2)のサの証明関係
ア　農業相続人の行った貸付けが、措置法第70条の６の２第１項に規定する特定貸付けに該当するか否かは、１の(29)のア及びイに準じて判断すること（以下(31)までにおいて同じ。）。
イ～オ （略）
	(22) 第１の２の(2)のサの証明関係
ア　農業相続人の行った貸付けが、措置法第70条の６の２第１項に規定する特定貸付けに該当するか否かは、１の(26)のア及びイに準じて判断すること（以下(25)までにおいて同じ。）。
イ～オ （略）

	(29)・(30)（略） 　
	(23)・(24)（略）　

	(31) 第１の２の(2)のセの証明関係
この証明に行うに当たっては、新たな特定貸付けを行う見込みである農業相続人から(28)のイ又は(29)のアの貸付申込書等又は委任契約書の提出を受けていることを確認の上、別紙様式32号「特定貸付農地等に係る貸付申込証明書」により行うものとする。
	(25) 第１の２の(2)のセの証明関係
この証明に行うに当たっては、新たな特定貸付けを行う見込みである農業相続人から(22)のイ又は(23)のアの貸付申込書等又は委任契約書の提出を受けていることを確認の上、別紙様式32号「特定貸付農地等に係る貸付申込証明書」により行うものとする。

	(32)～(35)（略） 　

	(26)～(29)（略）　
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